
平成２４年度 行政評価　　　　施策カルテ（平成２０～２３）

政策名
（基本施策名）

１　施策の取組状況
達成率

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H23

基準年 実績 実績 実績 実績 見込み H24見通し

23.4 23.4 23.4 23.4 23.4 92.1%

23.4 23.2 24.3 24.9 25.4 25.4 92.1%

H20 H21 H22 H23

重要度 77.8 73.2 79.4 76.8 ％

満足度 13.7 12.1 15.5 23.8 ％

２　重点事業の進捗状況

前期 後期

３　施策を構成する事務事業の活動指標

H20 H21 H22 H23 H24

実績 実績 実績 実績

23,500 28,130 30,670 33,730 36,770

25,796 27,355 28,501 30,720

2 2 2 2 2

2 2 2 2

37 37 37 37 37

35 35 38 39

106 120 110 110 110

81 93 67 69

2 2 9 9 9

0 1 4 3

1 1 1 1 1

0 0 0 0

224 1 1 1 1

208 0 0 0

指標の数値（上段：目標値，下段：実績値）

１１３ページ

施策名

施策主管課 高齢福祉課 総合計画記載頁

③　介護保険事業の充実
政策
の柱

Ⅰ 市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために ２　高齢期の生活を充実する

主要な取組内容 施策指標の実績とＨ２４末の見通し
指標の
達成率

施　策　指　標　等
（最上段が，総合計画に基づく指標）

市民意識調査（重要度・満足度）

要介護認定者数のうち要介護４及
び５の認定者の割合

単位

％

事　　業　　名
スケジュール

事業の進捗状況とH24末の見通し 課題

単位対象者

指標の数値（上段：目標値，下段：実績値）
開始
年度

活動指標等事業名

Ｈ１２

延べ申請数 件

広報紙等における制度周知 回

社会福祉
法人等

Ｈ１２

在宅の要
介護認定

者

法
人

減免利用者申請数

要介護等
認定者の
うち低所

得者

Ｈ１２

減免申出法人数

制度移行
措置対象

者
（低所得
障がい
者）

探索サービス利用の補助を受ける介
護者数

人

人

人

件Ｈ８

減額認定者数

◆介護を必要とする高齢者などが適切な介護サービスを受けら
れるよう，居宅サービスや施設サービスなどの各種サービスの充
実に取り組むとともに，サービスの周知に努めている。

◆要介護認定者数のうち要介護４及び５の認定者の割合は若
干増加する傾向で推移しており，Ｈ２３はH１９比で２％の増加
となっている。
⇒　Ｈ２４末の状況としては，今後も同様の傾向が続くと見通し
ていることから，目標の達成は難しい。

92.1%

課
題

◆介護を必要とする高齢者などが，適切な介護サービスを受けながら，それぞれの有する能力に応じて自立した日常生活を営
むためには，できる限り要介護状態とならないための予防への取組や地域バランスのとれたサービス基盤の整備が必要となっ
ている。
◆介護サービスの利用者自らが，必要とするサービスをより適切に，より効率的に選択できるよう，介護保険制度やサービス内
容等の情報提供が必要となっている。

徘徊する
おそれの
ある者の
介護を行

う者

Ｈ１３

施設からの任用に基づく承認決定件
数

Ａ 継続

Ｂ 継続

　要介護認定者の増加に伴い申請者も増え，利用者のニーズも高いこと
から，市民等への事業周知に努め，利用促進を図る。

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

Ｂ 継続
　利用者数が目標を下回っていることから，事業の周知に努め，利用促
進を図る。

Ｂ 継続
　低所得の利用者の負担を軽減するため，社会福祉法人の協力を得な
がら，適正に事業を実施する。

重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標に
対する寄与度

事業の
方向性

　老人福祉施設における適切なサービスを維持するために必要な支援
策であることから，周知に努めながら事業を実施する。

Ｂ 継続
　低所得の障がい者のために必要な支援策であることから，引き続き関
係課と連携しながら実施する。

5

4

訪問介護利用者負担減額事業（扶助費）

№

1 紙おむつ購入費支給事業

社会福祉法人等利用者負担減免（扶助費）

はいかい高齢者等家族支援事業補助金

老人福祉施設産休等代替職員雇用費補助金

3

2



３　施策を構成する事務事業の活動指標

H20 H21 H22 H23 H24

実績 実績 実績 実績

350 350 350 350 350

285 269 184 276

1,200 768 792 816 816

670 737 817 876

700 590 590 590 590

528 527 575 514

5,000 1,200 2,000 30,000 33,000

1,158 249 23,743 30,000

1,000 2,400 3,600 4,900 6,500

921 1,987 2,439 3,598

対象者

講演会等の参加者数

介護予防教室実施回数Ｈ１８

活動指標等

介護が必
要となる
おそれが
ある６５
歳以上の
高齢者

Ｈ１８

６５歳以
上の高齢

者

健康教育・健康相談の実施回数

通所型介護予防事業参加者数

二次予防事業対象者（特定高齢者）
の決定者数

人

人

回

単位

回

人

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針
開始
年度

　介護予防の普及啓発に努め，引き続き全小学校区における地域に密
着した介護予防教室を開催する。
　また，介護予防に関する講演会を継続して開催することなどにより，広
く介護予防に対する啓発に努める。

　二次予防事業の充実を図り，より多くの高齢者に介護予防に取り組ん
でもらうため，関係機関と連携しながら普及啓発に努める。

継続

ー 継続

ー

重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標に
対する寄与度

事業の
方向性

指標の数値（上段：目標値，下段：実績値）

再掲

事業名

介護予防一般高齢者施策事業（一次予防）

げんき応援高齢者施策事業（二次予防）
（介護予防特定高齢者施策事業）

№

再掲


